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１．目的：熊本地震を含めた既往の地殻内地震による下水道埋設管路の地震被害データに対して，液状化及び非液状化
領域に分類した上で，管種，口径および微地形区分の観点から地震動強さと被害率の関係を明らかにする． 
２．分析方法：本研究では，熊本地震の熊本市，益城町，阿蘇市，嘉島町，兵庫県南部地震の神戸市，新潟県中越地震
の小千谷市，旧長岡市(以下，長岡市)，旧川口町(以下，川口町)，能登半島地震の輪島市門前地区(以下，輪島市)，新
潟県中越沖地震の柏崎市，岩手・宮城内陸地震の栗原市，の 11地域の下水道埋設管路データを対象とする．熊本地震
の 4地域においては，枝線でかつ，管種，口径，形状，施工年が全て明らかとなっているデータを対象とした．嘉島町
については被害延長 Ldのデータのみで，敷設延長 L についてのデータは得られていない．液状化領域については，文
献 1),2)に示された 250mメッシュのデータを適用した．神戸市においては，口径 900mm以下の管路を枝線とみなして
分析対象とした．液状化領域は「神戸 JIBANKUN」の噴砂発生範囲と定義した．新潟県中越地震，能登半島地震，新
潟県中越沖地震，岩手・宮城内陸地震の 6地域については，文献 3)のデータで管種と口径の情報が得られているものを
対象とした．液状化領域としては，文献 4)の液状化発生地点のポリゴンデータを用いた．これらのデータに基づき，被
害率 Rは被害延長 Ldを敷設延長 Lで除して定義した．地震動強さは，地表面最大加速度 PGA，地表面最大速度 PGV，
計測震度 IJ，SI 値を適用し，それらの空間分布は熊本地震では文献 5)，兵庫県南部地震では文献 6)，その他の地震で
は文献 3)を適用した． 
３．被害の特徴：管種に関して，VP,VU管とHP管に主に被害が生じている(図 1)．また，地域によってはVP,VU管よ
りHP管の被害率が高くなっており，益城町と神戸市における液状化領域および輪島市と阿蘇市における非液状化領域
での被害率がいずれも 0.2[km/km]以上と高い．口径に関しては，益城町の液状化領域において，口径 300mm未満の管
路と口径 300mm以上 600mm未満の管路が，いずれも 0.25[km/km]以上と高い(図 2)．微地形区分に関しては，益城町
の液状化領域におけるローム台地，火山地，沖積平野，および長岡市の山地，谷底低地・扇状地の被害率が高い(図 3)．
PGVと被害率の関係については，液状化領域では，益城町において PGV=120~190[cm/s]の範囲で R=0.361~0.416[km/km]
と高い被害率を示す(図 4)．次いで，小千谷市や長岡市で PGV=70~110[cm/s]の範囲で R=0.214~0.574[km/km]と高い被害
率を示す．熊本市や阿蘇市，神戸市では，いずれの PGVの範囲においても被害率が R=0.011~0.233[km/km]と相対的に
低い．非液状化領域では，小千谷市，長岡市，川口町，柏崎市，輪島市において PGV=80~130[cm/s]の範囲で被害率が
R=0.029~0.353[km/km]と高い．熊本市，阿蘇市および神戸市では被害率が R=0.001~0.117[km/km]と相対的に低くなって
いる． 
４．管種，口径，微地形区分及び液状化の観点からみた被害率間の関係：管種，口径，微地形区分ごとにクロス集計
を行った後に，文献 6)や文献 7)と同様に，地震動強さ xに対する被害予測式をܴ௠∗ (ݔ) = と定め，被害率間(ݔ)∗௚ܴܥௗܥ௣ܥ
の関係を明らかにした．なおܴ௠∗ は管種，口径および微地形区分の組み合わせ(ݔ) m における補正被害率，ܴ∗(ݔ)は
標準被害率，Cp，Cd，Cgは管種，口径，微地形区分及び液状化に関する補正係数を表す．基準とする被害率は管種が
VP,VU管，口径が 0≦Φ＜300[mm]，沖積平野の非液状化領域とした．図 5より管種に関しては PP管，TP管の補正係
数が高く，FRPM管，HP管および SP管は同程度で低い値となり，DCIP管の値は非常に低い．口径に関しては，口径
が 1000[mm]まで大きくなるにつれ補正係数が低くなるため，構造信頼性は高まると言える．微地形区分に関しては，
丘陵・火山性丘陵，ローム台地，火山地の順に特に補正係数が低かった．山地，干拓地・埋立地，砂礫質台地，砂州・
砂礫州，谷底低地・扇状地では1よりも相対的に補正係数は低いが，ある程度の被害が生じうると言える．液状化領域
の補正係数は高いため，被害が甚大であったことを示す． 
５．基準となる区分での被害の特徴：合算したデータを用いて，基準とする管種，口径，微地形区分における実被害デ
ータの整理と標準被害率曲線の構築を行った．被害率曲線のモデルは，PGA，PGV については対数正規分布を用い，ܴ∗(ݔ) = ܥ ∙ Φ(ln ݔ − ߣ ⁄ߞ )とした．IJについては正規分布を用い，ܴ∗(ݔ) = ܥ ∙ Φ(ݔ − ߤ ⁄ߪ )とした．非線形最小二乗法で
導出したパラメータの値を表 1に示し，図 6に PGVおよび IJと被害率の関係を示す．PGVに関しては，実被害データ
は PGV=25~85[cm/s]の範囲で被害率がR=0.024~0.202[km/km]まで増加するが，95~135[cm/s]の範囲で 0.004~0.032[km/km]
と低い被害率を示し，145~155[cm/s]では被害率が 0.090~0.118[km/km]と卓越している．IJに関しては，実被害データは
IJ=5.4に対する被害率が R=0.086[km/km]と高くなり，5.5~6.0の範囲で被害率が 0.006~0.133[km/km]まで増加するが，一
方で 6.1~6.3の範囲で 0.017~0.044[km/km]と低い被害率を示し，6.4で被害率が 0.222[km/km]と卓越する． 

 キーワード 熊本地震，下水道埋設管路，地震被害，液状化，被害率曲線 
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図 4 地表面最大速度 PGVと被害率の関係 

図 1 管種の観点からみた被害率 図2 口径Φ[mm]の観点からみた被害

図 5 算出された補正係数 

図 6 基準の区分での PGVおよび IJと被害率の関係 

図 3 微地形区分と被害率の関係 
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表 1 標準被害率曲線のパラメータと制約条件 
C λ ζ μ σ 適用範囲

未定係数 0.063 3.255 0.694 32.966 25.940
制約条件 0.00≦C≦1.00 3.22≦λ≦5.11 0.69≦ζ≦1.88 20.0≦μ≦170.0 4.28≦σ≦65.72
未定係数 0.063 - - 5.609 0.049
制約条件 0.00≦C≦1.00 - - 5.4≦μ≦6.4 0.02≦σ≦0.57

PGV [cm/s] 20≦PGV≦170

IJ 5.4≦IJ≦6.4
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CP：無筋コンクリート管

DCIP：鋳鉄管

FRPM：強化プラスチック管

HP：ヒューム管

PP：ポリエチレン管

SP：金属管

TP：陶管

VP,VU：塩化ビニル管

※VUはVPより薄肉のもの
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